堆肥散布補助金に係る事務取扱規程（内規）

（目的）
第１条　本規程は、肥料価格高騰に伴う耕種農家の負担軽減を図るため、地域資源を活用した堆肥の散布に係る経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、補助金等交付規則（昭和４４年２月２５日規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。

（補助の対象者）
第２条　本事業の補助対象者は、堆肥の販売及び散布を行う者（以下「販売等事業者」という。）とする。

（対象とする堆肥）
第３条　本事業の対象とする堆肥とは、牛ふん、鶏ふんその他これらに類する動植物を原　材料とする堆肥をいう。
２　国や県、他市町村の補助事業を活用して施用される堆肥については、本事業の補助対象　
としない。
３　１農業者に対する堆肥の散布量が１トン未満のものは、本事業の補助対象としない。

（対象経費）
第４条　本事業の対象経費は、販売等事業者が令和８年４月１日から１２月３１日までの間　
に実施した堆肥の散布に要する経費（ただし、市内に住所を有する農業者への散布に限る。）　
とする。

（補助金額及び上限額）
第５条　補助金額は、散布する堆肥１トンあたり1,000円以内とし、１農業者当たり８万円を限度とする。
２　堆肥の散布に要する経費が１トンあたり1,000円を下回る場合は、当該消費税抜き単価を限度とする。
３　前２項の規定により算出した補助金額に100円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。

（堆肥の散布に係る代金）
第６条　販売等事業者が農業者から受け取る代金は、通常の料金価格から前条に規定する補助金額を控除した額とする。なお、通常の料金価格とは、本事業が開始される当該年度の４月１日以前の価格をいう。
２　農業者から既に堆肥の散布代金として販売等事業者に入金があった場合は、前条に規定する補助金額を、販売等事業者から農業者に返金するものとする。

（交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとするときは、規則に定める交付申請書に、次の書類を添えて提出するものとする。
（１）堆肥の散布を計画する農業者の氏名、住所及び散布圃場が確認できる書類
（２）農業者ごとの堆肥の散布量、散布予定日、契約額が確認できる書類
（３）その他市長が必要と認める書類

（実績報告）
第８条　規則に定める実績報告書には、次の書類を添えて提出するものとする。
（１）堆肥の散布を実施した農業者の氏名、住所及び散布圃場が確認できる書類
（２）農業者ごとの堆肥の散布量、散布日、支払額が確認できる書類
（３）堆肥の散布料金及び農業者の負担額の適正性を確認できる書類
（４）その他市長が必要と認める書類


附則
１　本規程は、令和８年４月１日から施行する。
